
0.1 未満
0.1 ～ 0.3 〃
0.3 ～ 0.6 〃
0.6 ～ 1.0 〃
1.0 ～ 3.0 〃
3.0 ～ 6.0 〃
6.0 ～ 10.0 〃
　 　 10.0 以上

◇開発行為許可申請手数料〔法第２９条〕

  １３，０００
  ３０，０００

  ８６，０００
１３０，０００

　　８，６００
　２２，０００

開発区域面積（ｈａ）
手数料（円）

◇用途地域の定められていない土地の区域内における建築物の特例許可申請
　手数料〔法第４１条第２項ただし書〕

　４３，０００   ６５，０００ １９０，０００

変更理由
◇開発行為変更許可申請手数料〔法第３５条の２〕

手数料（円）

　８６，０００ １２０，０００ ２６０，０００

自己居住用 自己業務用 非自己用

ア　設計変更
開発区域の面積に応じて上
記表に規定する額の1/10 ア、イ、ウを合算した額

（ただし、その額が８７万
円を超えるときは、８７万
円とする。）

１７０，０００ ２７０，０００ ５１０，０００

イ　新たな土地の開発区
１域への編入による変更

◇都市計画法の規定に適合する建築物等であることの証明書の交付手数料
　〔法施行規則第６０条〕　　１件につき　　　　３００円

ウ　その他の変更 １０，０００

◇開発許可を受けた地位の承継の承認申請手数料（円）〔法第４５条〕

　　　１件につき　４６，０００円

　　　１件につき　２６，０００円

　　　　　２，７００

区　　分
　 自己居住用

開発許可申請等の手数料一覧表

　　平成２２年４月１日以降に申請書等を提出する場合は、五所川原市手数料条例の定める
　ところにより、以下の手数料を添えて申請する必要があります。

◇予定建築物以外の建築等許可申請手数料〔法第４２条第１項ただし書〕

　　　　　　　　（分譲住宅、賃貸住宅及び宅地分譲、貸店舗、貸倉庫など）

３００，０００

・自己業務用：自己の業務の用に供する建築物等を建築する目的で行う開発行為
　　　　　　　　（ホテル、スーパーマーケット、結婚式場、ゴルフコースなど）

・非自己用　：上記以外の建築物等を建築する目的で行う開発行為

４８０，０００

新たに編入される面積に応
じて上記表に規定する額

２２０，０００ ３４０，０００ ６６０，０００
８７０，０００

《語句の解説》

・自己居住用：自己の居住の用に供する住宅を建築する目的で行う開発行為

１３０，０００ ２００，０００ ３９０，０００

開発区域の面積が１ｈａ未満
開発区域の面積が１ｈａ以上

自己業務用

手数料（円）
　　　　　１，７００
　　　　　１，７００

　 非自己用 　　　　１７，０００

◇開発登録簿の写しの交付手数料〔法第４７条第５項〕
　　　用紙１枚につき　　　４７０円
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